
■就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（抜粋） 

 

（設備及び運営の基準） 

第十三条 都道府県（地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二

条の二十二第一項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内に所在する幼保連携型認定

こども園（都道府県が設置するものを除く。）については、当該指定都市等。次項及び第二十五

条において同じ。）は、幼保連携型認定こども園の設備及び運営について、条例で基準を定めな

ければならない。この場合において、その基準は、子どもの身体的、精神的及び社会的な発達

のために必要な教育及び保育の水準を確保するものでなければならない。 

２ 都道府県が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については主務省令で定める

基準に従い定めるものとし、その他の事項については主務省令で定める基準を参酌するものと

する。 

一 幼保連携型認定こども園における学級の編制並びに幼保連携型認定こども園に配置する園

長、保育教諭その他の職員及びその員数 

二 幼保連携型認定こども園に係る保育室の床面積その他幼保連携型認定こども園の設備に関

する事項であって、子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの 

三 幼保連携型認定こども園の運営に関する事項であって、子どもの適切な処遇の確保及び秘

密の保持並びに子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの 

３～５ 略 

 

（都道府県における合議制の機関） 

第二十五条 第十七条第三項、第二十一条第二項及び第二十二条第二項の規定によりその権限に

属させられた事項を調査審議するため、都道府県に、条例で幼保連携型認定こども園に関する

審議会その他の合議制の機関を置くものとする。 


